


















　広島県信用組合は2015年 8 月28日、元支店長男性が2008年 5 月ないし2013年 4 月に、顧客の預金など
から3,473万円を着服していたと発表した。男性は27日付で懲戒解職処分にした。一方、同信組は2013























































2  このことについては、本稿 1 － 2の（3）において検討する。












































































5   韓国、台湾そして米国のグアムとハワイでは類似のものがあるが、そのシステムはわが国のそれとはか
なり異なるものである。
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］（単位は円）
　　（借方）現　　　　　金　　　　150,000（貸方）現　　　　　金　　　   20,000
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　   ギャンブル利益　　　 130,000















4 4 4 4 4
］（単位は円）
　　（借方）現　　　　　金　　　　 15,000（貸方）現　　　　　金　　　   50,000
　　　　　 ギャンブル損失　　　　 35,000
　 3 ）［ギャンブラー側敗戦時のギャンブラーの心情的仕訳
4 4 4 4 4
］（単位は円）




















4 4 4 4 4
は事後的なものであり、多くのギャンブ
ラーは、会計学的には不合理なことに事前的な心情的仕訳
4 4 4 4 4
をおこなっている点である。この事前
的な心情的仕訳






























































































































































































































































































































 　幸村千佳良・井上智夫「円レートの購買力平価」『成蹊大学経済学部論集』2011年 7 月、119-148頁。
 　岡田義昭「購買力平価―理論と実証―」『商学研究』（愛知学院大学商学会）2008年 9 月、33-61頁。
  　薮　友良「購買力平価（PPP）パズルの解明―時系列的アプローチの視点から―」『IMES 






























　商製品やサービスの購入または利用の原因と背景にかんしては 3 － 2で検討する。













































フト、ギフト」を併録）』岩波書店（岩波文庫）、2014年（Marcel Mauss, Essai Sur le Don: Forme et Raison 






た。スイスの民主主義500年の人類愛と平和が何を？　ハト時計だけさ（“In Italy for 30 years under the 
Borgias, they had warfare terror, murder, bloodshed, but they produced Michelangelo, Leonard du Vinci and the 
Renaissance. In Switzerland, they had brotherly love. They had 500 years of democracy and peace and what did that 

























































































































































































33  これら 3 つの出張または旅行にかかる支出項目は、概念上の識別であり、現実にはこれらのうちのふた
つまたは 3 つが融合しているケースも存在しているのも事実である。たとえば「パック旅行プラン」な
どにおいては、これらを統合することによって、そうしたパック旅行プランを開発、販売する旅行会社
の手数料等を勘案したとしても「割安」な出張または旅行の必要となることがありえるからである。こ
のようなパック旅行プランが会計的あるいは実態的にほんとうに「割安」なのかについては、学術的に
も実務的にも問題があると考えられるが、本稿ではこうした問題の存在を指摘するにとどめ、機会があ
れば別稿において考察する。
34  海外出張に限定すると、大都市圏に本社や本店をおく企業等がその多くを占めることは容易に想像でき
る。けれども、大都市圏にその本社等をおく企業等といえども、その支社や支店に所属する社員等の海
外出張も相当程度存在することが予想でき、さらに大都市圏ではない村落等の居住者についても、素封
家または富裕層が一程度存在するのも事実である。しかし一般的または全般的な傾向と特性を考察する
うえで、これらは「誤差の範囲」のうちの問題であろう。
　この図表 3 における関連性は二元論的類型化にもとづくものである。それには当然に限界があ
るが、本稿において検討しようとしている論点を整理、考察するためには、有益な分析的フレー
ムワークを提供するものである。
　②　出張または旅行におけるパターン認識
　出張または旅行においては、いくつかのパターンの存在がありえる。それは、大都市圏と村落
等の厳格な定義はともかくとして、つぎにあげるパターンである。
大都市圏居住者 経済的または相対的にあるいは平均的に余裕 出張者の経済的特性
村落等居住者 経済的または相対的にあるいは平均的に貧困 旅行者の経済的特性
（注意） 実線は対応関係が強いことをあらわし、点線はそれが弱いことをあらわし、そして矢印実線は対立的関係にあること
をあらわす。
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　 1）大都市圏から大都市圏への出張または旅行
　 2）大都市圏から村落等への出張または旅行
　 3）村落等から大都市圏への出張または旅行
　 4）村落等から村落等への出張または旅行
　これら 4 つのパターンの認識または類型はあくまで相対的なものである。「貨幣価値の地理的
または環境的な認識上の変化」を出張者または旅行者がもっともよく認識するのは、基本的に
2）と 3）である。これらふたつのパターンまたは類型においては、出張や旅行にかかる支出そ
して物価水準の相違をもっとも明確に認識できる。
　 2）の出張または旅行においては、物価水準と平均所得額が基本的に高い地域からそうではな
い地域への移動そして短期的な経済活動をおこなうパターンである。単純化した議論を展開すれ
ば、そこにおいては、出張者または旅行者は会計学的には短期的かつ地理的な「インフレ利得」
の一種を享受できる可能性がある。こうした利得はとくに旅行の際に顕著に認識されるものであ
る。なぜなら、企業や役所等においては、出張先の物価水準等を考慮して、宿泊費等を定めてい
るからである。
　それに対して 3）のそれにおいては、比較的に物価水準と所得水準が低い傾向のある村落等の
居住者が大都市圏に出張することになり、村落等の居住者としては、一国内における出張等とは
いえそして同一通貨を使用しておるとはいえ、その経済的または会計的な認識としては、高レベ
ルのインフレーションにもとにあると認識されることになる。そのような状況においては、大都
市圏での消費は、出張費等にかぎらず、極度に抑制的にはたらく傾向が想定される。そこでは、
一国内といえども、貨幣価値またはその認識にかんしては、少なくとも心情的には、インフレ会
計あるいはインフレ対策またはインフレ調整がなされているものと考えられる35。
　そして 4）の出張または旅行については、ほぼ同一の物価水準そして「貨幣価値」の地域での
出張等であり、かようなインフ会計的な認識と心情的調整の必要性は原則的にない。
　なお物価水準そして貨幣価値（為替レートの相違）という点において、 2）と 3）のパターン
は海外への出張または旅行に対しても適用可能なものでる。すなわち、国家や地域においても、
物価水準と所得水準そして貨幣価値が大きく異なる国家や地域のあいだでの出張や旅行において
は、「貨幣価値の地理的または環境的な認識上の変化」を認識または実感する機会が多い。
　（2）費目別の貨幣価値の地理的な認識上の変化
　本稿において「貨幣価値の地理的または環境的な認識上の変化」が顕在化する代表的な例とし
て、出張や旅行の際に出張者や旅行者の認識または解釈をあげた。出張や旅行における典型的な
費目は、交通費、外食費そして宿泊費によって構成されていると考えられる36。
　出張にかかる企業等の会計処理上問題となる事柄に「実費経理」と「定額経理」があり、不正
35  これに類似した現象として代表的なもののひとつに、物価水準つまり貨幣価値、具体的には為替レート
（交換レートとして発現）が異なる国家や地域からの出張者や旅行者にも観察されるところである。これ
に関連して、たとえば通常の飲食費に費消する金額や飲食費そのものが異なる国家や地域からの出張者
等にも該当するものである。わが国への旅行者の多くにとっては、少なくとも飲食費についてはあまり
にも高額であり、それに対する消費を極端に削減する現象が散見されるとことである。
36  企業等がその従業員の出張に際して支出する費目として「日当」があり、その会計学上の位置づけは重
要であるが、本稿においてはそれについての詳述は省略する。この日当とは、企業等における出張旅費
規程の作成と適用を前提とした「雑費」の要素を含むものである。根拠法令は所得税法基本通達9-3（非
課税とされる旅費の範囲）。
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経理と判断されるケースも生じえるが、この点にかんしては本稿では考察しない37。
　①　交通費についての貨幣価値の地理的な認識上の変化
　ここで論ずる交通費は、その内容と特性に応じてつぎのふたつの大別できる。それは当地の在
住者が使用する交通費と当地への出張者が支出するそれである。出張者が支出する交通費にも、
出張目的地までの交通費と出張目的地内での移動のための交通費に二分できる。また当地在住者
が使用する交通費にも、会社等までの交通費（通勤費）と個人的な用途で移動する際の交通費に
二分できる。
　特定地域を想定した場合、たとえば東京都特別区から村落等への出張についてもその逆の出張
についても、それに要する費用については企業等から支出されることになる。また特定地域への
出張の際にその地域内での移動等にかんしては「日当」などが支出されることになる。
　ここでとくに問題としたいのは、東京都特別区と村落等のなかでの移動に要する交通費であ
る。特定地域内といっても、その移動距離も移動手段も異なることが多く、一律に論じることは
無意味である可能性がある。そうした限界またはリスクを承知のうえで、この問題についてあえ
て検討してみる。
　東京都特別区などにおいては地下鉄等の公共交通機関は発展しており、その移動のための費用
は廉価ですむことが多い傾向にあり、それに対して村落等においては鉄道やバスが整備されてい
る地域もあろうが、その運行頻度は低いことが多く、必然的にタクシーやレンタカーなどに依存
せざるをえない傾向にあることが多い。ここで重要になるのは、さきの「日当」であり、村落等
での移動距離が相当にある際には、タクシー代金がかさみ、「日当」では賄いきれないことも想
定できる。その場合、企業等が出張地の交通事情等を勘案して、現状に合致した「日当」または
交通費の立替払いを認められればべつであるが、そうでない場合には、ビジネス上の出張にもか
かわらず、出張者みずからが「自腹を切る」ことになる。
　東京都特別区などにおいては交通費が低廉ですむ可能性を指摘したが、これとて常時そのよう
になるとはかぎらない。それは、東京都特別区には諸施設等が集中して存在している特性があ
る反面、出張目的にも依存することであるが、出張先となる施設や機関が散在していることも多
く、そのような際には、たとえ地下鉄等を利用したとしても、それなりの交通費を要するもので
ある。さらには、出張地の地理や公共交通機関に精通していれば問題は少なかろうが、そうでな
ければ交通費という金銭的支出をともなう問題だけでなく、移動に要する時間というべつのコス
トアップ要因をも考慮する必要がある。
　交通費等の実質価値にかんしては、土地代や地代とも関係して、移動時間にかかる公正価値計
算という発想からも説明可能と考えられるが、本稿ではそのことを指摘するにとどめる。
　②　外食費についての貨幣価値の地理的な認識上の変化
　外食費についても、その内容と特性に応じてつぎのふたつの大別できる。外食費についても、
当地の在住者が使用する外食費と当地への出張者が支出するそれがある。外食費については、基
本的に出張者のみを念頭においた議論を展開する。なぜなら、特定地域の居住者が使用する外食
費は、交際費として会計処理されるものを除いて、私的な食費を構成するものだからである。
　外食費についても、東京都特別区と村落等では相当の相違がある。一般的または表見的にいえ
37  こうした点について詳細に論じた文献としては、たとえばつぎのものを参照のこと。
  　星野一郎「出張費をめぐる不正経理の実態とその制度的背景―国立大学法人等の非営利組織を前提
にして―」『広島大学経済論叢』2014年11月、65-98頁。
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ば、東京都特別区などにおいては通常、外食費は高価につくものであり、それに対して村落等
においては低廉ですむことが多いと想定される。しかし必ずしもそうなるとはかぎらない。それ
は、大都市圏のほうが、食堂やレストランが数多く存在しており、そのぶん選択肢が多いことに
なり、そのなかには廉価な食事を提供するものもあるからである。
　このような現状からすると、安易な断定は危険ではあるが、相対的に大都市圏のほうが外食費
は高価につくことが多いと予想される。またビジネス目的での出張の際の外食には「接待」が含
まれていることも多く、それに応じて外食費が高くなる傾向があるのはたしかである。
　いずれにしても、通常の昼食であったとしても、それが個人負担のものであれば、大都市圏の
ほうが、村落等にくらべて高価につき、それに関連して、その利用者にとっての外食にかかる費
用の貨幣価値認識が異なる蓋然性があるのである。
　③　宿泊費についての貨幣価値の地理的な認識上の変化
　宿泊費についても、さきの交通費や外食費とほぼ同様な傾向と特性がある。本稿では、それを
指摘するのみで、具体的な考察については、これを省略する。
　④　交通費と外食費と宿泊費の関連性
　出張や旅行においては、交通費と宿泊費は関係深いものである。容易に理解できるサービスに
「パック旅行38」がある。こうしたサービスには交通費と宿泊費（場合によっては外食費の一部を
も含む）が一体となったものであり、総支払額のうちどれだけが交通費または宿泊費かを明確に
区別することは不可能である。このような「パック旅行」を企画、販売する旅行会社等の内部に
おいては、それらの区分計算がなされており、その組合せの最適化が模索されているものと考え
られる。
　また出張者の一部においては、実質的または感覚的そして実践的には、外食費と宿泊費を一体
的に管理している傾向がある。通常の外食ではなく、同僚や友人または取引先等との飲食に多く
の資金を投入し、それの多くを企業等が支弁しない場合、外食費というか飲食費に多大な支出を
要するために、その差額を調整または埋め合わせるために、宿泊費を過度に節約する事態が生じ
える。具体的な方策としては、カプセルホテルやサウナ等の利用で宿泊費を節約することができ
るのである39。
　本稿においては、このような「パック旅行」の普及と利用は、交通費、外食費そして宿泊費に
かかる貨幣価値認識上の変化を複雑なものにしている可能性がある点を指摘しておく。
38  旅行会社にかぎらず、航空会社のなかでもこうしたサービスを提供するケースがある。たとえば全日本
空輸株式会社（ANA）においては、航空券と宿泊を合わせたサービスを「旅
たび
作
さく
」との商品名として販売
している。
39  企業等によっては、このような「宿泊施設」を利用した際の領収証に対しては必要経費として認めない
こともあるようである。
  　企業等が出張費を定額経理で会計処理している場合には、かような「宿泊施設」を利用することに
よって、定額との差額を「私的流用」する事態が生じる懸念もある。その定義にも依存することである
が、この定額との差額をわたくしのものにすることは不正経理またはその疑いをもたせるものである。
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　むすびに―あらたな貨幣価値変動会計論の必要性と重要性―
　本稿においては、特定の協同組織金融機関において惹起した会計不祥事を契機として、パチン
コ等のギャンブルを会計学の立場と観点から、貨幣価値の認識にかかる再評価を意図したところ
である。個人の日常的な経済生活においても、特定の国家や地域そして時代における特定貨幣の
価値認識は変化することは、体験的に実感されることである。たとえば、通常の昼食代に1,000
円を支出することは稀であろうが、その同一人物が夜に友人等と会食する際には、二次会等を含
めて20,000円程度支出することは珍しいことではない。そこでは、同じ日でも昼夜での食事代に
かかる貨幣価値の認識上の変化が観察される。
　同様なことは、本稿でもあつかったパチンコ等のギャンブルで支出する金額の貨幣価値と通常
のレジャー等で支出するそれが、個人または状況によっていくぶんの相違はあろうとも、それら
は大きく乖離している可能性がある。このことはまた、パチンコ店（パーラー）からすると、そ
のような貨幣価値認識上の変化を活用したビジネス展開を図るという点において、ギャンブラー
側の問題のみではなく、パーラー側のそれでもある。どのような商製品やサービスにしても、そ
の提供者と消費者（利用者）が存在、機能して、はじめてビジネスが成立するものである以上、
こうした消費者側の貨幣価値認識上の変化を感知しないビジネスモデルは存続または永続しえな
い。
　こうした意味において、いわば「ギャンブル会計学」とでもいいえる学問領域はその現代的意
義を有していると考えられる。この学問領域は、直接的にはパチンコ等のギャンブルをその研究
対象とするものであるが、そこでは、一般的に表記すれば、サービス提供者側とサービス利用者
側のそれぞれにかかる会計的、経営的な問題を検討することになる。いかにわが国において低調
になったとはいえ、ギャンブルのみならず、いわゆるサービス業への就労者や経済規模が大きい
ことは周知の事実である。
　このような領域や分野をあつかうギャンブル会計学を開発、展開することは、狭義のギャンブ
ルだけではなく、貨幣価値認識上の変化を活用するあらゆるビジネスに対しても、その適用可能
性を秘めたものである。テーマパークや遊園地、宿泊施設の多く、レストランやバーなどの異空
間での消費に依存する産業や業種業態の多くに適用または敷衍できると期待される。
　一般的な財務会計論のテキストでいう貨幣的評価の公準には、一定のレンジ内の貨幣価値の変
動は無視するという含意がある。ところが、本稿で検討してきたように、数値的または統計的に
明確な認識は困難にしても、そこでは貨幣価値認識上の認識に大きな相違の存在が推論できる。
それを前提または利用したビジネスが存在、営業している以上、それについての究明は、理論的
にも実務的にも必要不可欠である。
　再度確認しておくと、ギャンブルにかぎらず、個人における経済的日常生活であれ法人におけ
る経済的活動であれ、ひとつの国家の特定時期においても、その環境や心情等が異なると、そこ
における個人または法人の貨幣価値の認識は変化する。これは、従来の貨幣価値変動会計論とは
異なる、あらたな貨幣価値変動会計論の必要性と重要性を示唆するものでもある。
　本稿で提起した内容または一種のモデルが、こうした学問領域を展開するための契機または魁
さきがけ
となることと、それを活用するフォロワーの登場を本稿筆者としてはこころから期待する次第で
ある。
